
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定生Ё里』量勤土△_墨=2 タイム

事業の成果

令和 5年度は、さまざまな生きづらさを抱えた子どもたちへの寄り添いに関して、拠点型生活相談・

学習支援事業、個別対応型生活相談・学習支援事業、並びに子どもたちの社会的自立支援のための生活

訓練事業などについて、ボランティアスタッフや関係機関・団体との連携を活用して実施した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【7,633.3】 千円)

(2)その他の事業

実施 しなかった。

定款に記載

された事業名
事業内容 日時 場所

従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

拠点型による

生活相談・

学習支援事業

ボランティアスタッフ等によ

る生活相談・学習支援を実施

した (月 曜拠点)

4月 から

3月 まで

計 51回

葛飾区内

民間施設

など

延ベ

365人

葛飾区な

どに居住

する子ど

も及びそ

の保護者

延ベ

280人

4,789.2

ボランティアスタッフ等によ

る生活相談・学習支援を実施

した (水曜拠点)

4月 から

3月 まで

計 51回

葛飾区内

民間施設

など

延ベ

438人
延ベ

295人

ボランティアスタッフ等によ

る生活相談・学習支援を実施

した (日 曜拠点)

4月 から

3月 まで

計 23回

葛飾区内

民間施設

など

延ベ

127人

延ベ

70人

ボランティアスタッフ等によ

る居場所づ くりを実施 した

(あ きみつ拠点)

4月 から

3月 まで

火～土曜

(祝 日除く)

葛飾区内

民間施設

実人数

6人

子ども及

びその保

護者を含

めた地域

住民

延ベ

1,395人

(他事業の

重複有)

個別対応型

による

生活相談 。

学習支援事業

ボランティアスタッフ等を子

どもの希望す る場所 に派遣

し、生活相談・学習支援を実施

した

4月 から

3月 まで

計 280回

各家庭及

び子ども

の希望し

た場所

延ベ

583ノ、

葛飾区・

墨田区な

どに居住

する子ど

も及びそ

の保護者

延ベ

368人
1,988.3

子どもたちの

社会的自立支援
のための

生活訓練事業

フリマ出店、手持ち花火、料理

教室、年越しなどを実施した

4月 から

3月 まで

計 7回

葛飾区

公共施設

など

延ベ

57人

葛飾区な

どに居住

する子ど

も及びそ

の保護者

延ベ

41人
551.0

子どもたちの

社会的自立や

健全育成に

関する

情報提供事業

寄付者交流会での発表・報告

や広報誌や HPに よる各種情
報提供を行った

4月 から

3月 まで

で随時

葛飾区

公共施設

及び団体

事務所な

ど

若千名
不特定

多数

不特定

多数
304.9

(事業費の総費用 【 0 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

/\-7, ム

単位 :円

_……2__員 _…_ ___坐ユニ』置L……

228,000
0

228,000
正会員受取会費
贅助会員受取会費

寄附金 3,212,666
3.212,666

令和5年度葛飾区子ども。若者支援活動費補助金
日本善意財団助成金 (2023年分)
日本善意財団助成金 (2024年分)

2,275,000

拠点型生活相談・学習支援事業収益
個別対応型生活相談・学習支援事業収益
生活訓練事業収益

2,034,400

受取利息 82

31、 872

31,954

7.782.

3,297,634

3.297.1534

印刷製本費
食材・軽食費
通信運搬費
消耗品費
賃借料
保険料
法定福利費
支払手数料
租税公課
雑費

給料手当

2

旅費
謝金

255,986

1,642,725
23,952

1,152.423

123,514
823,068

241.590
0

0

0

0

72,385

4,335,643

7.1633.‐ 277

―一‐‐‐■中,十一

459,258

~~~~~零
輌誦

旅費交通費
謝金
印刷製本費
食材・軽食費
通信運搬費
消耗品費
賃借料
保険料
法定福利費
支払手数料
租税公課
雑費
助成金返戻金

2

給料手当

26.246
26,775
0

0

51,964
2,481

0

0

0

43,561

2,000

0

0

153,027

612.1

8.245.
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  ハーフタイム

科 目 金   額 小 計 ・ 合 計

現金預金

仮払金
立替金

未収金

1

車両運搬具

什器備品

2

ソフトウェア

借地権

敷金

長期貸付金

9,573,2 12
0

0

0

9,573:211

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 9,573,212

預 り金

2

3,748

3.74

10,103,006
533.542
119_569_146`

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 9,573,212

、1  1■「  口F



16 28

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  ハーフタイム

重要な会計方針

計算書類の作成は、主に叩0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 一部改正 NPO法人会計基準協議
会)に よつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
特に定め無し。

(2)固定資産の減価償却の方法
特に定め無し。

(3)引 当金の計上基準
特に定め無 し。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
特に定め無し。

(1)消費税等の会計処理
税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円

事業部門計 管理部門 合計科 目
拠点型生活相談・学

習支援事業

個別対応型生活相

談・学習支援事業
生活訓練事業 情報提供事業

ｎ

ｖ

0

0

0

2,275,000

2,034,400

0

228,000
3,212,666

0

0

31,954

228,000

3,212,666

2,275,000

2,034,400

31,954

1,137,500

2,034,400

0

ｎ
ｖ
ｎ
ｖ

Ｏ

υ

3,171,900 910,000 227,500 4,309,400 3,472,620 7,782,020

688,888 229,629 229,629 3,297,634 459,258 3,756,8922,149,488
2,149,488 688,888 229,629 229,629 3,297,634 459,258 3,756,892

190,370

1,126,050

4,476
534,545

70,418

446,113

238,778

28,954

39,370

436,050
1,570

504,172

27,114

266,573

2,812

21,716

13,123
80,625

0

113,706

8,661

97,976

7,238

13,123
0

17,906
0

17,321

12,406

14,477

255,986

1,642,725

23,952
1,152,423

123,514

823,068

241,590
0

0

0

0

72,385

0

26,246

26,775
0

0

51,964

2,481

0

0

0

43,561
2,000
0

0
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175,478

825,549

241,590

0

0

43,561
2,000

72,385

0

4,488,6702,639,704 1,299,377 321,329 75,233 4,335,643 153,027

4,789,192 1,988,265 550,958 304,862 7,633,277 612,285 8,245,562
-1,078,265 -323,458 -304,862 -3,323,877 2,860,335 -463,542

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

人件費計
(2)その他経費
旅費交通費

謝金

印刷製本費

食材 。軽食費
通信運搬費

消耗品費

賃借料
保険料

法定福利費

支払手数料

租税公課

雑費

助成金返戻金

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 -1,617,292

内 容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 | 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
・

Ｒ

）

期末取得価額 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

減 少



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ハーフタイム

科 日 令   願 ′lヽ    i=[ 合   計

1

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行普通預金
三井住友銀行普通預金

みずほ銀行普通預金

仮払金
立替金

未収金

1

車両運搬具

ソフトウェア

) の

敷金

0

9,190,196
0

383,016

9,573,212

0

0

0

0

9.573.212

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 9,573,212

1

預り金

2

長期借入金

3,748
3,748

|||||||| |13:748

0

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3.748

【B… 2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 9,569,464

|     ・



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係 )

役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿
令不口 6 年  3 月  31  日現在

特定非営利活動法人ハーフタイム

役  名
(フ リガナ)

氏   名
報酬の有無 役職名等

1 理事
サイグサ コウ
三枝 功侍 匿卜無 理事長

2 理事
ハセガワ サ トミ

長谷川 里美
有。□ 副理事長

3 理事
ウメモ ト

梅本

ハルカ

遥
有。□

4 理事
クイビラ ケンキ

柊平 健貴
有。□

Ｆ
Э 理事

ヤマダ

山田

モ トコ

素子
有。□

ρ
０ 監事

オカダ ジョウジ

岡田 常志
有。□

7 有 。無

8 有・無

9 有・無

10 有 。無



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人ハーフタイム

氏    名

1 三枝 功侍

2 梅本 遥

3 柊平 健貴

4 長谷川 里美

5 山田 素子

6 梅沢 豊和

7 梅津 聡亜

8 大森 有希子

9 川越 誠―

10 京谷 さんび

11 小西 暁和

12 小西 理恵



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人塾
=:三
!墜i堕色生____________

氏   名

13 佐藤 俊裕

14 田中 勝則

15 遠山 智子

16 長岡 厚子

17 橋井 啓子

18 平山 幸子

19 松本 康裕

20 安永 亜紀子

21 山本 ひろみ

22 流王 天

23 寺門 順子




